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要約：サプライチェーン（SC）とは、企業が製品やサービスを顧客に提供するために必要な様々な
活動の連鎖であり、サプライチェーン・マネジメント（SCM）とは、そのチェーンシステムを設計
し、作り上げ、システムの稼働を計画し、稼働状況を管理することである。複雑な需要動向の変化

を素早く把握し、的確に生産するモノと情報の流れをつくることができれば、企業の競争優位を持

続して確立しうるビジネスシステムとなる。SCMは、このようなモノと情報の流れをいかにつくる
かであり、競争力のあるビジネスシステムの一つの核である。この点で最も精緻な SCMはトヨタ
自動車にみられる。トヨタは、計画ロットを縮小し、計画先行期間を短縮して、市場変動に迅速に

対応する。しかし、SCMは製品によって、企業によって、さらに産業によって多様である。本稿で
取り上げる高知企業の SCMはトヨタとは違った様相を見せる。高知企業では、差別化された高付加
価値製品を提供する方向で SCMがつくられている。本稿では日本を代表する大企業と地方の中小
企業を対比しながら、ビジネスシステムを支える SCMの多様な事例を明らかにする。

1.本稿の課題

サプライチェーン（Supply Chain, SC）とは、「企
業が製品やサービスを顧客に提供するために必要

な様々な活動（製品開発、原材料の調達、生産、貯

蔵や在庫、輸送、受発注業務など原材料の源泉から

最終消費者に至るプロセスにおけるモノやサービ

スの変換にかかわるすべての活動）がつながってい

る状態を指す言葉 1)」であり、サプライチェーン・

マネジメント（Supply Chain Management, SCM）と
は「そのチェーンシステムを設計し、作り上げ、シ

ステムの稼働を計画し、稼働状況を管理することで

ある。その管理目標は当然、事業収益を高め、企業

の存続を可能にする状態を作り出すことであって、

一般的には経営成果を高めること 1)」を目指すもの

と要約できる。

SCMは、特に、「不確定性の高い市場変化にサプ
ライチェーン全体をアジル（機敏）に対応させ、ダ

イナミックに最適化を図ること 2)」、具体的には、

「これまで部門ごとの最適化、企業ごとの最適化に

とどまっていた情報、物流、キャッシュにかかわる

業務の流れを、サプライチェーン（供給連鎖）の全

体の視点から見直し、情報の共有化とビジネス・プ

ロセスの抜本的な変革を行うことにより、サプライ

チェーン全体のキャッシュフローを向上させようと

するマネジメント・コンセプト（経営戦略の考え方）
2)」として注目され、アジル経営として、変化へタ

イムラグなく対応することが強調されてきた 3)。

確かに多品種・多仕様・大量生産が進展する下で、

複雑な需要動向の変化を素早く把握し、的確に生産

するモノと情報の流れを構築できれば、「企業の競

争優位を持続して確立 4)」しうるビジネスシステム

となる。SCMは、このようなモノと情報の流れを
つくりだすものであり、競争力のあるビジネスシス

テムの中核的な構成要素として論者の関心を集め

たわけである。この点で最も精緻な SCMはトヨタ
自動車（以下、トヨタ）にみられる。トヨタは緊密

な生産・販売・購買の連携によって、市場動向にフ

レキシブルに対応している。

しかし、SCMは製品によって、企業によって、さ
らに産業によって多様であることはよく知られてい

る 5, 6, 7)。それが目指す方向も一様ではない。実際、

本稿で取り上げる高知企業（高知県に所在する企
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業）の SCMはトヨタとは違った様相をみせる。
本稿ではトヨタと高知企業の異なる SCMを紹介

し、その意義を検討する。日本を代表する大企業と

地方の中小企業を対比しながら、ビジネスシステ

ムを支える SCMの多様な事例を明らかにし、SCM
研究の豊富化を図る。

2. SCMとトヨタ自動車の事例

まず、SCMにおいて、それが主として注目され
た側面、つまり、市場の変化に即応するためには、

生産と販売、生産と購買がどのように連携しなけれ

ばならないかをみていこう。

2.1 生産と販売の連携 1

現代の大企業は、多品種・多仕様・大量生産シス

テムに立脚している。このシステムは、多様な製品

を生産し、販売機会を拡大することによって大量生

産を支え、コストを低下させるシステムとして定着

している。

ところで、生産する製品種類が多くなれば、以下

の困難を抱えることになる。まず、効率的な生産が

難しくなる。製品バラエティが増えるにしたがって

生産ロットや設定条件の変更に伴う段取り替えがし

ばしば必要となり、生産の効率性が阻害されるから

である。そればかりではない。製品種類が増加すれ

ば増加するほど、何を、いつ、どれほど生産するか

の決定も難しくなる。

いつ何を、どれほど生産するかの決定方法は二つ

ある。販売予測に基づく決定（見込生産）または顧

客あるいは販売業者からの注文に基づく決定（受注

生産）である。しかし、二つの方法はそれぞれに難

点がある。見込生産の場合、予測があたらなければ

製品が売れ残り、製品在庫によるコストアップ要因

を抱えるが、製品種類が増えるにしたがって正確な

予測は困難になり、製品在庫リスクは増大する。受

注生産の場合には、注文を受け，生産が開始され完

成品ができるまでには一定の時間が必要であり（以

下では、生産開始から完了までの時間を生産リ－ド

タイムと呼ぶ）、納期（顧客が注文を出してから製

品を入手するまでの時間）が長期化しがちである。

ことに、製品種類が増えれば増えるほど、モノの流

れは複雑になり、この時間は長くなる。ところが、

多くの場合、顧客は短納期を望むので、納期が長い

と販売機会を失いかねない。

1以下の生産と販売の連携、生産と購買の連携、及びトヨタ
の生産と販売の連携については、これまで私が叙述してきたも
のを再整理している。参考文献に挙げた拙稿を参照されたい。
直近のものでは岡本 8) がある。

こうして、見込生産は納期問題を回避できるが在

庫問題に直面する。受注生産は在庫問題を解消で

きるが納期問題を惹起する。多品種・多仕様・大量

生産システムは、販売機会の拡大とコスト削減を

めざす大企業の生産システムの必然的な発展方向

であるが、同時にそれは、効率性の阻害、在庫の増

大、納期の長期化など、本来の目的に矛盾する新た

なコストアップ要因、販売機会の喪失要因を包える

ことになる。それではこの困難はどのように克服さ

れるのだろうか。

企業は、見込生産であれ、受注生産であれ、ある

時点で、設備能力、原材料の手配、要員配置などを

検討し、効率的な生産のために生産計画を策定す

る。もし、この生産計画を販売動向にそって修正で

きれば、上述の困難は解決できる。問題は，いった

ん策定した生産計画を、効率性を維持しながら修正

できるかどうかである。焦点はこのことに絞られ

る。さらに検討していこう。

さて、生産計画は、一定の期間を対象とし、実際

の生産開始に先立って策定される。そこで対象とす

る期間の計画数量を計画ロット、計画が実際の生産

に先立つ期間を計画先行期間と呼ぶと、効率的な生

産のためには大きな計画ロットと長い計画先行期間

が望ましい。計画ロットが大きいと生産ロットを大

きくしやすく、効率的な生産ができる。また、計画

先行期間が長いと、生産リ－ドタイムを長くでき，

モノの流れを整えることができる。

だが、生産が販売動向に応じるためには、当初の

生産計画は修正されねばならない。したがって、計

画ロットを大きくすること、計画先行期間を長くす

ることは許されない。市場に適応するフレキシブ

ル生産のためには、販売動向の変化を反映して、生

産計画が頻繁に、短い周期で修正される必要があ

る。こうして、生産の効率性のためには、大きい計

画ロットと長い計画先行期間が望ましいが、販売動

向に迅速に対応するためには、計画ロットは縮小さ

れ、計画先行期間は短縮されなければならない。

しかし、比較的長期間にわたって販売動向を確実

に予測できればこうした問題は生じない。予測の

精度が高ければ、計画修正は必要ないからである。

長期にわたる精度の高い予測が可能であれば、計画

ロットも計画先行期間も大きく設定でき、生産の効

率性を維持できる。あるいは逆に、生産リ－ドタイ

ムが短いのであれば、生産の効率性を阻害すること

なく、頻繁に計画変更ができる。極論すれば、正確

な予測が可能なら計画ロットと計画先行期間は生産

サイドの要請にそって拡大でき、逆に、生産リ－ド
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タイムをほとんどゼロにできれば、計画先行期間と

計画ロットはほとんどゼロにできるので、販売の変

化に応じて瞬時に計画変更ができる。

こうして、企業は予測精度の向上、生産リ－ドタ

イムの短縮に多様な努力を試みる。しかし、予測

の難しさ、生産リ－ドタイムの長期化は多品種・多

仕様生産そのものに起因するものであり、それらの

試みは限界を持たざるをえない。予測の精度、生産

リードタイムの長さとそれらを反映する計画ロット

と計画先行期間のサイズは、販売動向への対応と

生産の効率性との狭間で、企業が立脚する市場条

件と技術条件によってさまざまな様相を示す。個々

の企業がこの課題をどのように処理・解決するかは

多様である。

2.2 生産と購買の連携
さて，生産計画は原材料の購買計画のべ－スにな

り、購買計画は生産計画に基づいてたてられる。通

常、企業は、製造現場近くに原材料在庫を準備し、

生産の円滑な進行を図る。企業が生産する製品種類

が多くない時は、原材料在庫も多くは必要としな

い。ところが、製品種類が増えると所要原材料も多

岐にわたるようになる。しかも、生産計画が頻繁に

変化すると、そのつど原材料の組み合わせも変化す

る。しかし、多様な製品の生産をフレキシブルに展

開するためには、生産の変化に対応できるよう原

材料が納入されなければならない。こうして生産・

販売の接点と同じく生産と購買の接点も煩雑な問

題を内包することになる。

あらゆる変化に対応できるよう、種類も量も十分

な原材料在庫を持つことはひとつの方策である。し

かし、原材料が多岐にわたり、しかもその組み合わ

せが変化することになると、原材料在庫は膨大な量

に達しかねない。企業は、コストを可能な限り引き

下げたいので、製品在庫と同様に原材料在庫も抑え

たい。したがって、種類も量も十分に原材料在庫を

持つことはひとつの方策ではあるが、好ましい方

策ではない。必要な時に、必要な原材料が調達され

る、いわゆるジャストインタイム（JIT）調達が望ま
しいのである。

それでは、JIT調達はどのようにすれば可能だろ
うか。原材料を必要な時に調達するために、原材料

供給側（サプライヤー）に十分な在庫を要請するこ

ともある。だが、このことは、コストアップ要因を

サプライヤー側が負担することであり、結局、それ

は原材料価格の高騰になるか、原材料価格に転嫁で

きない場合にはサプライヤー側を疲弊させるかの

どちらかであり、長期・継続的な手段としては得策

ではない。

購入企業側もサプライヤー側も過大な在庫を持

たずに、しかも、原材料の JIT調達が可能な方法が
二つある。ひとつはサプライヤーの生産リ－ドタ

イムが短いケースである。この場合には、サプライ

ヤーの計画ロット・計画先行期間を小さくでき、こ

れにあわせて購入企業の購買計画ロット・購買計画

先行期間も小さく設定できるので、購入企業は生産

計画の修正に応じて頻繁に購買計画を変更できる。

もうひとつは、サプライヤーの生産リ－ドタイムが

ある程度長く、購入企業の購買計画の計画ロット・

計画先行期間を大きくせざるをえない場合でも、そ

の期間を十分にカバ－するほど購入企業の購買計

画の精度が高ければよい。購買計画の精度が高けれ

ば、計画変更の必要はなく、JIT調達が可能となる。
しかし、サプライヤーの生産リ－ドタイムの短縮

にも限界があり、購入企業は購買計画ロットと購買

計画先行期間を無限に短縮できるわけではない。一

方、購入企業の購買計画の精度は、この企業の生産

計画が変化しないことが要件であり、そのためには

購入企業が立てた販売予測の精度が高いことが前

提である。確かに、販売予測の精度が高ければ、生

産計画の精度も高く、したがって購買計画の精度も

高くなるので、原材料在庫を抑えることは可能で

ある。しかし、すでに述べたように長期にわたって

販売予測の精度を保持するのは難しい。購買計画

の計画ロットと計画先行期間を大きく設定できるわ

けではない。こうして、購買計画の計画ロットと計

画先行期間をどのように設定できるかは、サプラ

イヤーの生産リードタイムと購入企業の販売予測、

それに基づく生産計画と購買計画の精度によって異

なってくる。

生産が販売動向に迅速に対応するためには、生産

計画の計画ロットと計画先行期間の短縮がキーファ

クターであり、計画ロットと計画先行期間をどのよ

うに設定しうるかは、生産リードタイムをどれほど

短縮できるか、予測の精度をどれほど高くできるか

に関わっていた。購買が生産動向に対応する場合に

も、同じことが課題となる。そうして、生産と販売

の連繋が多様であったように、生産と購買の連繋も

多様である。

2.3 計画ロットと計画先行期間
こうして、販売と生産、生産と購買の連繋を図る

ためには同じ課題の解決が迫られる。予測の精度を

向上させるとともに、生産リードタイムの短縮を
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図り、計画ロットと計画先行期間を短縮することで

ある。ところで、予測の精度は、生産される製品の

市場特性に左右されることも多いが、計画ロット、

計画先行期間にも左右される。生産のリードタイム

も、生産技術のありように規定される側面も大きい

が、計画ロットにも左右される。4つの要因は相互
に絡み合う。

予測の精度は直近になればなるほど高くなる。つ

まり 1ヵ月先の予測よりも 10日先、1日先の予測が
精度は高い。したがって、予測の精度は計画先行期

間が短いほど高くなる。

計画先行期間は、生産リードタイムに制約され

る。生産リードタイムが長ければ、計画は早期に確

定しなければならず、計画先行期間は長期化する。

逆に生産リードタイムが短いと計画先行期間を短

縮できる。

ところが、生産リードタイムは計画ロットが小さ

いほど短縮できる。生産リードタイムは、モノの加

工や搬送に必要な時間、つまり生産技術それ自体

に規定される側面もある。しかし、実際には、生産

リードタイムのうち加工、搬送それ自体に必要な時

間はそれほど大きくはない。より大きな部分は加

工、搬送などの順序待ち時間である。そしてこの部

分は、計画ロットが小さいほど短い。計画ロット 10
日の順序待ち時間は最長の場合 10日であるが、そ
れが 1日の場合、待ち時間は最長の場合でも 1日で
ある。計画ロットを小さくすることによる生産リー

ドタイム短縮効果は大きい。生産リードタイムを短

縮できれば、計画先行期間を短縮でき、予測の精度

を向上できる。

以上の点を整理すれば次の図となる。 1⃝生産の
リードタイムの短縮は生産技術それ自体に規定さ

れると同時に、計画ロットの大きさにも左右され、

計画ロットを短縮できれば生産のリードタイムを短

縮できる。 2⃝生産のリードタイムの短縮は計画先
行期間を短縮する。 3⃝計画ロットの短縮は計画先
行期間を短縮する。 4⃝計画先行期間の短縮は、予
測の精度を高くし、納期を短縮する。

計画ロットと計画先行期間の設定は、生産技術と

市場特性の制約のもとで各企業の裁量範囲にある。

販売動向に応じた生産、生産動向に応じた購買のた

めには、頻繁な計画修正ができるかどうかであり、

計画ロットの縮小と計画先行期間の短縮がどれほど

可能かである。計画ロットと計画先行期間は生産・

販売・購買の連携による市場変化への対応力を規定

する。

図 1.諸要因の相互関係

2.4 トヨタ自動車の事例
計画ロットと計画先行期間からみて最も精緻な仕

組みはトヨタにみられる。トヨタを例に、市場への

機敏な対応を図る SCMの実態を知ろう。
トヨタの生販連携

自動車販売の最前線に立つのは、ディーラーと呼

ばれる販売店である。顧客と向き合うディーラーは

どのようにメーカーに注文し、メーカーはそれをど

のように生産するのだろうか。ディーラーからトヨ

タへの発注業務とトヨタの生産計画策定プロセス

を追ってみる。

ディーラーは年間販売計画を策定し、それを半

期、四半期で見直すが、実際の生産計画と連動する

のは月間オーダーからである。現在のトヨタでは、

ディーラーの発注業務は車種別に二つの違った方式

で行われ、量販車種に適用される旬間オーダー、非

量販車種に適用されるデイリーオーダーがあるが、

ここでは、旬間オーダー方式をみていく。

ディーラーは、通常、毎月初めに翌月からの 3ヵ
月分について車種別台数の需要予測をトヨタに提

出する。ディーラーは N −1月の 5～10日ごろ N月、

N+1月、N+2月を予測し、これを繰り返す。トヨタ
は、自身の予測と全国のディーラーからの予測を評

価し、生産能力と調整して、向こう 3ヵ月分の生産
計画を大分類レベル（ボディタイプ、エンジンタイ

プ、トランスミッションタイプ、グレードの組合せ）

で策定する。この 3ヵ月分の生産計画は部品サプラ
イヤーへの事前予告（内示）の基本材料となる。

トヨタは、直近の N月分については、さらに細部

の仕様（オプション・カラー）を加えて、最終仕様

レベルの日程計画をつくる。これにもとづいてトヨ

タは、N − 1月 20日ごろに各ディーラーに引き取り
枠を回答し、N − 1月の 25日ごろ、月間計画（N月
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分の車種別・台数計画）が確定する。この時点では、

ディーラーの注文は仕様レベルに立ち入らない。仕

様レベルの注文は旬間オーダーからである。

トヨタの旬間オーダーは、通常はほぼ週単位であ

り、土曜日にトヨタから旬間オーダー枠の案内（車

種別台数）があり、ディーラーは火曜日にこの枠で

示された台数にすべての仕様を決めて発注する。こ

れに対してトヨタから金曜日に納期回答がある。こ

の間にトヨタは、当初の日別の最終仕様レベルの

生産計画をディーラーからのオーダーによって調整

し、いったん確定する。こうして決まった車種・仕

様・数量が翌週の生産のベースとなる。

しかし、実際には、トヨタでは旬間オーダーが最

終の確定計画ではない。トヨタは、ディーラーの要

望があれば仕様の一部（オプション、カラー、場合

によってはグレードも）を生産日の 3～4日前まで
なら変更できるとしている（デイリー変更と呼ばれ

ている）。ディーラーは自らが火曜日に発したオー

ダーがいつまでなら変更可能であるかを知ってお

り、必要があれば仕様を変更する。

こうして、トヨタとディーラーは、月間オーダーで

車種別に数量を決定し、旬間オーダーで仕様をいっ

たん決めたうえで、デイリー変更を加味して日々の

生産を確定していく。この結果、トヨタの日次の生

産が確定するのは 3～4日前ということになる。
この旬間オーダー方式では、ディーラーは見込発

注を行い、在庫リスクを負担する。ディーラーの在

庫負担を軽減するためには、ディーラーの予測精

度を高める必要がある。トヨタは月次、旬次（週

次）、日次と段階的に仕様の確定を遅らせ、そのぶ

ん、ディーラーが直近まで市場の動きを追うことが

できるようにしている。

明らかなように、多くの製品種類の中から何を選

択して生産するかの決定は、生産側と販売側との密

度の濃い情報の往復によってなされている。では、

これを計画先行期間と計画ロットとして整理してみ

よう。N 月分の車種別台数計画は N 月の 5日前ご
ろ決まるので、計画ロットは 30日、計画先行期間
はほぼ 5～35日である。ついで、仕様レベルの生産
計画は、火曜日の旬間オーダーによって次週分が策

定されるので、計画ロットは 7日、計画先行期間は
およそ 7～14日、さらにデイリー変更修正後の日々
の確定計画は、計画ロット 1日、計画先行期間 3～
4日である。ここでは市場の変動も少なく、変更の
難しい仕様部分（車種・台数）は、計画先行期間と

計画ロットを大きくして生産の安定性を確保すると

ともに、変動を受けやすい仕様部分（オプション・

カラー）については極めて短い計画先行期間と計画

ロットが設定されている。変動の度合いと対応のし

やすさによって製品仕様が分けられ、それぞれの仕

様の確定タイミングをずらすことによって迅速な市

場対応が図られているわけである（製品仕様要素の

分離と異時点確定）。

この重層的な計画ロット・計画先行期間をディー

ラーの側からみてみる。ディーラーは直近ひと月分

の注文については引取り責任を課されているが、こ

の時点で、顧客が確定していることはほとんどな

い。しかも、計画先行期間は長く、計画ロットも大

きいので予測の精度はあまり高くならない。そこ

で、ディーラーの発注は、この時点では、車種・台

数だけでよく、仕様レベルには立ち入らない。次の

旬間オーダーでは、実際の生産日に近くなるので

仕様レベルの注文が要請されるが、時間推移とと

もに予測の精度も高くなり、実需もつくので、かな

り高い確度が期待できる。最後のデイリー変更は、

ディーラーが見込発注したものを顧客の要求に合わ

せて変換するものであり、もし、変更できなければ

ディーラーは在庫車を抱えることになる。一方、顧

客は、次の発注時点まで待たなければならず、納期

が長くなる。デイリー変更はこの難点を解消する。

旬間オーダーと顧客の要請する仕様にずれが生じ

ても、その多くはデイリー変更によって修正され、

ディーラーはほとんど在庫車を持たないという。

トヨタの生購連携

次に生産と購買の連携についてみよう 2。富野 9)

に沿って整理する。先に、トヨタは 3ヵ月分の生産
計画を毎月ローリングしていくと述べたが、この

計画は、同時に部品サプライヤーに対する部品発

注の基となる。トヨタはこの生産計画をもとに、各

車種の最終仕様レベルの生産に必要な部品の出現

率を導き出し、向こう 3ヵ月分の部品の予想発注情
報（内示）として毎月 25日ごろ、サプライヤーに
伝える。このうち直近 1ヵ月分は、納入日程表とし
て日次の納入数量が記載される。

その後、発注数量の大幅な訂正がある場合を除

き、日々の納入数量と納入時間の指示はかんばんま

たは組立順序計画表によって行われる。事前に伝達

した注文情報は、その後の旬間計画、デイリー変更

を経て修正され、それがかんばんまたは組立順序

計画表へ変換される。こうして、生産・販売の連携

と同じように生産・購買の連携も月次レベルの発注

と旬次、日次レベルの微調整が組み合わされてい

2トヨタの生産と購買の連携に関する説明は、富野 9) に基づ
いている。
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る。富野はかんばん方式と順序納入方式のサプライ

ヤーの具体例を挙げている。かんばんサプライヤー

に対しては 1日に数回の割合で部品バケットととも
にかんばんが送られ、トヨタと部品サプライヤー

の間を循環する。それには 1－ 4－ 2といった数字
が付いている。これは当該部品が 1日に 4回、かん
ばんがサプライヤーに届いた 2回のちの運送の際
に納品されること意味するが、富野の例では、それ

は 1－ 8－ 6、1－ 4－ 6、1－ 4－ 2であり、サプ
ライヤーが頻繁な納入を行っていることがわかる。

順序納入方式は、部品のサイズが大きく、車の仕様

に応じて種類が多様な部品に適用される方法であ

り、できるだけ在庫スペースを小さくするために、

完成車の着工順序が確定してから、順序通りに部品

を納入する。　富野はトヨタの予測の精度が高く、

3ヵ月前になされる部品発注情報と 1ヵ月前の納入
日程表とのずれ、さらにそれとかんばんまたは順序

計画による納入指示とのずれが少ないことを指摘

している。予測の精度の高さが部品サプライヤーの

計画の安定性の基礎になっている。

トヨタでは、生産と販売の緊密な連携によって計

画ロットと計画先行期間を短縮し、計画のサイクル

を小さくすることによって市場変動にフレキシブル

に対応している。この小さい計画サイクルに購買

も完全に連動している。完成車の生産に要する時

間は、オーダーの紐がつく車体組立工程の先頭か

ら完成車がラインオフするまでおよそ 24時間とい
われ、極めて短い。生産所要時間が少なく、計画サ

イクルも小さいので、生産のリードタイムは短い。

この結果、予測の精度は高く、市場動向に機敏に対

応する精緻な SCMができている。トヨタの国内の
SCについて、よく知られていることだが、販売サ
イドでは、トヨタ店、トヨペット店、カローラ店、

ネッツ店、総計 280社のディーラーが全国に配置さ
れている。一方、購買サイドでは、直接トヨタと取

引する 200数社の 1次サプライヤーのもとに 2次、
3次、4次と続き、1000社を超えるサプライヤー群
が階層的な取引構造に組織されている。トヨタの

SCMはこれらの上流、下流の企業群との緊密な連
携関係に支えられている。

3.高知企業の SCM

2では、ディーラーネットワークとサプライヤー
ネットワークに支えられ、販売動向に迅速に対応す

る SCMを紹介した。では、高知企業はどのような
SCをつくり、どのようにマネジメントしているの
だろうか。以下、3社のケースを紹介しよう。

3.1 ひまわり乳業株式会社
最初にひまわり乳業株式会社（以下、ひまわり乳

業）をみていこう 3。ひまわり乳業は、昭和 21年 3
月設立、高知県南国市に本社を置く資本金 100 百
万円、従業員 191人の牛乳、乳製品、清涼飲料水な
どを製造する企業である。ここでは高付加価値商

品、搾乳日を入れた低温殺菌牛乳が、自社の SCの
強みに気づくことによって生まれ、成長を続けてい

るケースを明らかにする。

高知県の牛乳業界では、大手企業と地方中小乳

業が激しい価格競争を繰り広げてきたという。こう

した中で、ひまわり乳業の吉澤文治郎社長は、人口

減少、高齢化が進む高知県では、このままどこがつ

くっても同じような牛乳を出しても疲弊していく

だけだという思いがずっとあり、地方中小乳業会社

の将来像を模索する中で、むしろ、県外へ出て、東

京や大阪でより高価格の牛乳で勝負していく必要

性を痛感された。そこで、ブランド価値に繋がるひ

まわり乳業の優位性とは何かを考え、その結果、そ

れは高知県の酪農家とともにあることだと気づい

た。つまり、ひまわり乳業では、ほとんどの原乳が

高知県産であり、しかも自身が比較的小さいタンク

ローリーで直接集乳する。この結果、原乳をいつ、

誰がしぼったかがわかる。一方、多くの中小乳業会

社は、各地域の生乳販連（生乳販売農業協同組合

連合会）に原乳の差配をお願いしており、大きなタ

ンクローリーで工場に持ってくるので、いつ誰がし

ぼった原乳かわからない。他社とのこの違い、つま

り、酪農家とつながり、直接集乳するメリットとは

何かをさらに考え、考え付いたのが牛乳も新鮮なも

のがおいしいこと、したがって、搾乳してからでき

るだけ早く飲んでもらう仕組みを作れば、究極にお

いしい牛乳を顧客に提供できるということである。

搾乳してから店頭に並ぶ時間をきわめて短くする、

それが他社にはないひまわり乳業独自の強みを作

り出すと考えたわけである。

その際に、自社の競争優位、すなわち搾乳してか

ら時間が経っていないということをどうアピールで

きるかをさらに熟慮され、搾乳日を入れることに

なったという。これが、「乳しぼりをした日がわか

る低温殺菌牛乳」が生まれた経緯である。

ひまわり乳業は、毎日（n日）午前 2～3時頃、自
社のタンクローリーで、酪農家が前日（n−1日）に
搾乳した牛乳を集乳、午前 4～5時に本社工場に入

3以下の説明は、2016 年 11 月、同社代表取締役社長吉澤文
治郎氏からご教示いただいたことに基づいている。併せて同社
のホームページ 10) も参照した。
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荷、検査、殺菌・充てんし、午前 6時～午前 6時半頃
完成品として出荷する。具体的なプロセスは、集乳

→原乳タンク→均質機→低温殺菌機→冷却→サー

ジタンク→充填機→出荷である。出荷トラックは関

西地域の拠点に昼前に到着、一部は路線便に積み替

えられて関東へ、他は関西の物流センターに送られ

る。関東便は当日夕刻には関東の物流センターに着

くので、翌朝（n+ 1日）には関西、関東ともにスー
パーの店頭に並ぶ。搾乳した翌翌朝（2日後）には
顧客の手に入るわけであり、関東でも、関西でも、

高知のひまわり乳業の牛乳が一番新鮮だという。

それを実現しているのがひまわり乳業特有のデ

リケートな SCである。第 1に、朝 2時～3時に酪
農家へ取りに行くことができること、そのために

は酪農家との距離、関係が近いというのが重要な

ポイントであると吉澤社長は強調する。第 2に、工
場からの物流は、朝 6時半には出すという点も非常
にデリケートな物流であり、機械がもしトラブルを

おこすと、早朝出荷は不可能になるが、この間、ほ

とんど支障をきたしことはないという。第 3にでき
るだけ搾乳時に近い味を保持するために低温殺菌

を行っているが，ひまわり乳業は低温殺菌にも独特

の工夫を加えている。通常の牛乳は高温殺菌（125
度 2秒）で効率よく製造される。低温殺菌は 65度
で 30分を要する。普通、低温殺菌はタンクに 30分
間ためるバッチ式で行われるが、ひまわり乳業は、

配管による連続式殺菌機を使い、風味の劣化を防ぐ

とともに、時間も短縮できる装置を使用している

（これは日本でも数台しか設置されていない）。一

方、低温殺菌では殺菌効率は悪いので、いい乳質の

原乳を使う必要があるが、そうした原乳はある程度

限られる。ここでも酪農家との緊密な関係が極めて

重要だという。

「乳しぼりをした日がわかる低温殺菌牛乳」が

最初に出荷されたのは 2009年 8月、当初は高知県
内だけであったが、以後、2011年 2月に大阪に進出
し、2012年 8月には関東方面にも出荷され、今日
に至っている。搾乳日からの短さによるおいしさを

付加価値として通常の牛乳よりは高価格帯で、都市

部を意識した商品として販売されており、現在も拡

大基調にある。独自の SCに支えられているので、
他の乳業メーカーはなかなか模倣できず、今のとこ

ろこの鮮度で勝負できるのは当社 1社であろうと
吉澤所長は自負されている。搾乳日付き低温殺菌牛

乳はひまわり乳業の戦略商品として成長している。

ひまわり乳業は自社の SCの強みに気づき、高付加
価値化を実現した事例である。

3.2 株式会社モリサ
株式会社モリサ（以下、モリサ）は高知県土佐市

に本社を置く資本金 3千万円、従業員 16人、昭和
61年に創業した和紙製品の企画・製造会社である 4。

ここでは、SCを最終顧客に近いところまでのばす
ことによって高付加価値化を図り、安定的な事業基

盤を構築したケースを紹介する。

創業当初、モリサが当面した和紙の流通経路は、

メーカー→一次卸→二次卸→加工業者・包装材料

（包材）業者→ユーザーであり、主なユーザーは製

菓子業などの食品企業であったが、モリサが直接取

引できたのは一次卸までであった。モリサは、自社

が抄くことのできる紙に関する素材集（見本帳）を

つくり、それをもとに一次卸に営業をかけて、彼ら

の注文に応じて、裁断したもの、ロール状のものを

納入する。一次卸は在庫を保有して二次卸以降に

販売するというのが主な流れであった。この場合、

モリサは、一次卸の先がどうなっているのかはわか

らず、どのような新商品を開発すればよいかもわか

りにくかった。

ところが、卸も次第に在庫負担を避けるようにな

り、荷動きはユーザー、加工業者への直送が増える

ようになった。そうなると必要な時に、必要な量だ

け納入することを要請された。卸の在庫機能が縮小

するにつれ、注文量の変動は大きくなっていった。

この結果、メーカーには安定的な操業の難しい状況

が生まれてきた。そこで、モリサは加工業者や最終

ユーザーのニーズをとらえる必要性を強く感じる

ようになったという。

そのような折、2000年に会社のホームページを
作ると、こんな紙がほしいができるかといったユー

ザーからの問い合わせやニーズ情報が次第に集まっ

てきた。そこで 2003年からネット販売を始めると、
一挙に情報が増え、それを機にモリサは、素材生

産、商品企画、商品化、販売まで自社で一貫して手

掛ける方向に踏み出すことになった。ことにモリサ

への問い合わせの多くが製菓子業者であることがわ

かってきたので、彼らに焦点を当て、菓子包装材料

の展示会に出たことが大きな転機になったという。

商工会からのアドバイスも受け、カタログを作り、

展示会に出始めると、包材業者とつながり、新たな

取引が始まり、さらに菓子メーカーとも結びついて

いった。モリサは、それぞれのニーズに応じて、袋

物や巾着物など加工度の高いものをつくっていくよ

4以下は、2016年 12月、同社専務取締役・営業担当森澤美智
氏、営業企画大奈路はるみ氏からご教示いただいたことに基づ
いている。併せて同社ホームページ 11) も参照した。
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うになった。

こうして包材業者や菓子メーカーの要求や情報が

蓄積されていった。かつては一次卸との取引がほと

んどで、その先はわかからず、市場動向は手探り状

況であったが、大きく変わっていった。卸で止まっ

ていたユーザー情報、ユーザーニーズが届くように

なったのである。

現在も卸との取引は継続しているがその比重は

大きく下がっている。売上高比でみると加工業者・

包材業者向けがおよそ 6割、直接ユーザーに向けら
れるのが 2割、ネット販売が 2割くらいという。加
工業者、包材業者向けのおよそ半分くらいは卸経

由であるが、かつてほとんどを占めた卸向けは、今

では全体の 3分の 1くらいになっている。取引件数
は、現在ではおよそ 2万件に達し、当初の、20～30
社の卸と取引し、そのうち上位 5社が 8割を超えた
状態は様変わりしている。そのぶん袋 100枚とか、
小巻の包装資材とか、ユーザーが買いやすい売り

方に変えていき、小口取引が大幅に増えて、繁雑な

業務処理が要請されている。モリサは、かつて、大

口のポケットティシュ取引で突然取引量を削減され

るという苦い経験をしており、また、他の業界で卸

業者が衰退していった経緯も参考にして、むしろ、

小口ではあるが多数の最終顧客を確保することに

注力していった。そのほうがリスクの分散も含めて

はるかに安定的な経営につながると考え、小口ユー

ザーの開拓を積極的に進めている。現在では、展示

会への出品も菓子・食品からインテリア・ライフス

タイルといった分野に広がっている。

こうした多数の小口取引を支えているのが、モ

リサの高級品生産技術であり、小回りの利く生産方

法である。モリサの高級品は、抄き方の違いによっ

ている。機械で抄くが、落水紙といって、金型で、

時間をかけてゆっくり抄き、柄をきれいにしてレー

ス状に抄きあげている。色物を小ロットで生産する

同業者は少なく、この点でも独自の地歩を築いてい

る。さらに、保有する色も他メーカーに比べて多

い。モリサさによれば、色の組み合わせは自在であ

り、多くの染料、顔料の中から自社で調合して色を

出しており、ユーザーからの評価も高い。

小ロット生産は同社の強みとなっている。通常の

和紙製造業者は、2万メーターとか 3万メーターの
紙を一度に抄くが、モリサは、抄紙は 2000メーター
から、染色は 600メーターから行っている。こうし
て抄いた白物を半製品として在庫保有し、オーダー

にしたがって染色、加工していく。日々の生産計画

はおおむね 1週間前に 1週間分を決めていく（計画

先行期間 1週間、計画ロット 1週間）。卸からの注
文は随時到着し、在庫のある製品は即時出荷、裁断

して袋加工するものは 1週間、別注物で 2週間、別
注袋物で 3週間という具合におおむね納期が決まっ
ており、それで対応できるという。ただ、急ぎの要

求には生産計画を組み替えるが、機械が小さいこと

（940幅抄紙機 1機、840幅染色機 1機）と袋加工機
を社内で保有しているので小回りがきき、ほぼ当月

内で処理できるという。

さらに加工業者との緊密な関係もモリサを支え

ている。巾着加工、透明フィルムや窓をつけるのは

それぞれを得意とする名古屋や大阪の加工業者に

委託するが、各社ともモリサの紙の特性をよく知

り、意思疎通もよく、場合によっては彼ら、加工業

者がモリサの営業も行うという。

原料は高知の原料問屋から購入する。1週間前に
組む 1週間分の生産計画にそって仕入れ、製品在庫
に比べて原料在庫ははるかに少ない。できるだけ

JIT納入を図っているが、あまり特殊な原料は使っ
ておらず、調達は容易で小回りもきくという。

モリサは高級品を小ロットで生産できることを自

社の強みと考え、市場動向を正確に把握するため

に、当初の SCをのばし、従来の少数卸との大口取
引を、加工業者や最終ユーザーに対応した小口なが

ら多数の、しかも付加価値の高い取引に変換して、

安定的な経営基盤をつくりあげている。

3.3 株式会社ミロクテクノウッド
株式会社ミロクテクノウッド（以下、MTW)は、

持株会社ミロクの自動車関連事業担当会社であり、

1999年 11月に設立された資本金 8千万円の企業で
ある 5。ミロクは、本社を高知県南国市におき、1946
年設立、資本金 8億 63百万円であり、猟銃事業、工
作機械事業、自動車関連事業、その他事業から構成

され、猟銃製造を主体事業とし、猟銃づくりの技術

をベースに事業を多角化してきている。

ミロクでは、猟銃の銃床加工時に出る端材を加工

し小物を制作していたが、その加工技術がトヨタの

部品企業に評価され、高級車にふさわしい室内装

備品としてトヨタ車に純木製レバーコンビネーショ

ンを納入した（97年）のが自動車部品への進出の
きっかけである。その後、木目調ハンドルを経て純

木製ハンドルが採用され、その本格生産開始（2000
年）に先立ってMTWが設立された。現在では、純

5以下は、2013年～2016年に実施した同社への企業見学・調
査の際に代表取締役社長片山弘紀氏ほか多くの方々にご教示い
ただいたことに基づいている。併せて同社の『会社案内』及び
株式会社ミロクのホームページ 12) も参照した。
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木製ハンドルと竹ハンドルが製品化され、納入され

ている。MTWは、新製品のために全く新しい自然
素材を起点とする SCをつくり、企業基盤を確立し
たケースである。

ここでは主として竹ハンドルの SCMを見ていこ
う。竹材料でハンドルを作るというアイデアはもと

もと高知県の竹害対策に起因するという。竹林は,
高知県には 4,388haあり、竹の繁殖力は非常に強い
ため、竹林の浸食による森林生態系の変化が深刻

になっていた。そこで、竹材の工業製品化を図るた

めに、県の工業技術センター、産業振興センター、

MTWなどが参加して、竹材をハンドルに使うため
の研究開発プロジェクトが 2007 年にスタートし、
トヨタの部品企業と量産化試験を重ね、2012年に
世界初の竹材ハンドルとしてレクサスGSに採用さ
れた。現在では、レクサスの他の仕様車にも搭載さ

れ、相当数の竹ハンドルをトヨタに納入している。

竹ハンドルの SCは以下である。先ず切り子と呼
ばれる人員が竹林からMTWの要求する一定の品質
にあった竹を伐採し、それを竹材店（仮にA社とす
る）が縦分割・粗加工を行い、粗ラミナと呼ばれる

部材を作る。切り子による竹の伐採はA社が管理す
る。次いで、別の加工業者（B社）が内皮除去→前
処理（乾留・乾燥・蒸気処理・乾燥）→仕様形状出し

を行い、ラミナに仕上げ MTWに納入する。MTW
はラミナを曲げながら積層接着し、プレーナー（加

工基準面出し）→ルーター（竹ピース形状出し）→

木着（ハンドル芯金と上下接着）→生地研磨→目止

め→塗装→仕上げ→ウレタン成形→革巻きの各工

程を経て、検査、出荷する。革巻きは構内の別会社

（C社）が行い、ハンドル芯金は、トヨタの部品企
業（D社）から購入し、出荷は D社に向けられる。
こうしてMTWの竹ハンドルの SCはMTWを含め
て 5社から構成されている。

D社は、MTWへの発注元であり、他の多くのト
ヨタのサプライヤーと同様に、各月末（大体 25日
ごろ）に向こう 3ヵ月の内示情報を出す。うち直近
1ヵ月分は確定数と呼ばれ、日次の数値が入ってい
る。MTWはこの確定数に基づき月間計画を作る。
D社への日次の納入は、3日前に届くかんばんで指
示され、1日 1便出荷される。かんばんサイクルは
1-1-3である。この出荷便が帰りには芯金を持って
くる。この手配はMTWが行う。D社から届く確定
数と日々のかんばんの間には誤差は小さいという。

トヨタの予測の精度の高さによる。月間計画の計

画ロットは 30日、計画先行期間は 5～35日、微調整
は計画ロット 1日、計画先行期間 3日でなされてい

る。予測の精度の高さが比較的長い計画先行期間と

大きい計画ロットを許容し、MTWの生産効率性を
生み出している。しかし、実際にはずれは不可避で

あり、MTWはある程度の在庫を持って調整する。
MTWは、この在庫を極力少なくするためにトヨ

タ生産方式を導入し、さらに SCA（Supply Chain Ac-
tivity、複数の企業間の物流を見直し、生産拠点の集
約、生産性の向上を図った）を展開して、導入初期

のリードタイムを 70%削減したという。
こうした努力が絶えず積み重ねられているが、工

業品ではなく自然材を素材とするので、季節変動、

製品歩留まりを考量すると素材をかなりな程度在

庫せざるを得ないし、またある程度のリードタイム

の長さも許容せざるを得ないという。MTWのもう
一つの柱である純木製ハンドルの場合も同様な事

情がある。MTWは竹ハンドル、純木製ハンドルと
いう画期的な高級品ハンドルを自社開発し、トヨタ

の構築した SCMに組込まれているが、トヨタの唱
道する JITという視角からみると SCの起点が自然
素材であることによる特有の困難を抱えていると

いってよい。

MTWの竹材、あるいは木材による他社に例をみ
ない高級ハンドルの製造は、以下の独自の技術に

支えられている。第 1に、天然材料である木材を均
一な工業製品に仕上げる技術（品質管理・調色・検

査）、第 2に、過酷な使用条件下での耐久性能を天
然木材に持たせる加工技術（乾燥・乾留・塗装）、第

3に高級製品にふさわしい美しい仕上げの加飾技術
（生地研磨・目止め・塗装・仕上げ）、第 4に異種材
料である木材と金属を一体化させる技術であり、す

べての作業は「匠」（木をよく知る熟練技術者・熟

練工）によって成立している。それぞれ、木材加工

を長年手掛けてきた銃床の加工技術を活用しなが

ら、改善・工夫・開発・蓄積してきた技術である。

さらに、ＭＴＷを支えているのは、高級木材、竹

材の調達ルートを確立し、貴重な材料を安定的に

調達できることである。木材はアメリカ・カナダ、

竹材は地元高知に調達拠点を築いている。そして、

木材や竹材の前加工のできる業者が身近にある。先

に紹介した竹材では、A社、B社の存在である。と
りわけ竹材を収集し、加工できる業者は、他県では

竹加工製品の衰退と共にほとんど消滅した業態で

あるが、高知県に A社が残存していることは大き
く、生育に変動性があり、調達に難のある竹材を安

定的に確保している 6。

6MTW は純木ハンドルの材料である木材も安定的に調達す
る。そのひとつ、ウォルナットについては、欧米には高級家具材
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MTWは、木材・竹材の独自の加工技術を基盤に
して、自然素材の安定調達に支えられた、他社が模

倣しにくい独特の SCを作ることによって、高級自
動車向け高付加価値部品を生産・販売し、高い評価

を得ている企業の事例である。

4.小括

トヨタの SCMは、ディーラー、サプライヤーと
の緊密な連携によって計画先行期間と計画ロットを

可能な限り縮減し、市場変化へ迅速に対応するこ

とを基軸とするものであった。それが大企業の多品

種・多仕様・大量生産を根底から支える SCMの発
展方向であり、精緻化の方向であった。

ところが、ここで紹介した高知企業 3社の SCM
は、SCMの主流とでもいうべきトヨタの方向とは
違っている。3社の SCMは、共通に、差別化された
高付加価値製品の提供を支えるものである。ひまわ

り乳業は自社の SCの強みに気づき、鮮度によって
差別化された高付加価値製品を開発し、県外に進

出して収益基盤を拡大した。モリサは、卸を超えて

SCをのばし、ユーザーニーズを直接とらえて多様
な高付加価値・差別化製品の販売を実現し、収益を

安定化させている。MTWは、自然素材を起点とす
る全く新しい SCを作り出し、トヨタの高級車に高
付加価値・差別化部品を継続的に納入している。3
社の SCMは、独自の技術を活用し、他社が模倣で
きない SCの上に成り立っている。
確かに、3社の SCMはそれぞれに市場への対応

をできるだけ速やかに行うという側面はある。ひま

わり乳業は搾乳から顧客までの時間をできるだけ

短縮しようとしている。モリサは小回りのきく特性

を活かして小口販売に細かに応じている。MTWは
トヨタのサプライヤーへ短い周期で納入している。

だが、やはり 3社のケースは、市場対応の迅速性を
図る SCMというよりは差別化された高付加価値品
の SCMとして評価するのが妥当であろう。
トヨタと高知企業の異なる方向は何に起因するの

だろうか。トヨタのような SCの設計においては、
効率的かつ迅速なモノの流れを生み出す「ロジステ

イクス・ネットワーク 13)」の構築は不可避である。

ところが、高知県は四国を横断する険峻な山々に囲

まれており、県内の企業はロジスティックス上の困

としての流通市場があり、ミロクが以前から銃床として、ウォ
ルナットを発注してきたのでその仕組みに乗ればよかった。し
かし、メープルは違った。とくにMTWが求めるバーズアイメー
プルは大変貴重なものであり、確立した市場はなかったが、良
質の集材業者と幸運にも出会えたことが大きかったという。自
然素材の調達にとって安定的な調達先の確保は極めて重要であ
ることがわかる。

難を余儀なくされている。つまり高知企業は、物流

面では時間的にも、コスト的にも不利であり、市場

に素早く適応していく SC設計の難しい企業である
といって過言ではない 7。この難しさが違った SCM
を生み出す一つの要因になったと思われる。

本稿で取り上げた高知企業が、高付加価値・差別

化製品を提供するビジネスシステムを作り上げて

いるのは、コストの削減に限界を持つ企業がめざす

当然の方向であるといってよい。このビジネスシス

テムの競争力は彼らの SCの変革によって、あるい
は新たな構築によって生み出されている。高知企業

の SCMは、彼らの競争力の強固な基盤となってお
り、SCMがビジネスシステムの競争力の中核であ
る点はトヨタと変わらないが、SCMが支える競争
力のありようはトヨタとは異なるものである。高知

企業の事例は、地方の中小企業がめざす SCMの方
向に一つの示唆を与えるものであろう 8。
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Abstract: The supply chain is a set of flow activities necessary for a company to provide products and services to cus-
tomers, and supply chain management (SCM) is to design, build up, plan the operation of the system, and manage the
operation status. If it is possible to quickly grasp changes in complex demand trends and to create a flow of goods and
information to produce precisely, it will be a business system that can establish a competitive advantage of a company
continuously. SCM is how to create such a flow of goods and information, and it is one of the core factors in competitive
business systems. The most refined SCM, in this regard, is found in Toyota. Toyota will respond quickly to market fluc-
tuations by reducing the lot size of planning and shortening the lengths of lead-time for scheduling prior to production.
However, SCM varies depending on the product, company, and even industry. The SCM of the companies in Kochi men-
tioned in this paper show different aspects from Toyota. Their SCM systems are being created to provide differentiated
high value added products.
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